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定款の一部変更に関するお知らせ 
 
 
当社は、平成 23 年５月 19 日開催の取締役会において、平成 23 年６月 28 日開催予定の第 43 回

定時株主総会に定款の一部変更について付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお

知らせいたします。 

 
記 

 
１. 定款変更の目的 

（１）変更点１－内部留保の確保を目指した変更 

Ａ種優先株式につき、金銭を対価とする取得条項を行使する際の１株当たり取得価額を、

内部留保の確保を優先させる趣旨から、Ａ種優先株主の同意を得て、払込金額の115％にＡ

種優先配当金にかかる日割相当配当金と累積未払優先配当金を加えたものから、払込金額

の100％にＡ種優先配当金にかかる日割相当配当金と累積未払優先配当金を加えたものに

変更することと致しました。 

Ｂ種優先株式についても同様に、金銭を対価とする取得条項における１株当たり取得金

額を、払込金額の 115％にＢ種優先配当金にかかる日割相当配当金と累積未払優先配当金を

加えたものから、払込金額の 100％にＢ種優先配当金にかかる日割相当配当金と累積未払優

先配当金を加えたものに変更致します。 

（２）変更点２－監査体制の一層の充実を目指した変更 

平成 23 年３月 10 日から平成 23 年４月 11 日まで実施された当社株式等に対する公開買

付けの成立及びこれに伴い住友商事株式会社が親会社に該当することになったこと、並び

に平成 23 年 10 月１日に住商情報システム株式会社と合併を予定していることをふまえ、

監査体制の一層の充実を図るため、監査役の員数を現行の４名以内から５名以内へと増加

させるものであります。 

 

２. 定款変更の内容 

（１）上記１.（１）の変更点１にかかる変更案につきましては、【別紙１】をご参照ください。 

（２）上記１.（２）の変更点２にかかる変更案につきましては、【別紙２】をご参照ください。 

 

３. 日程 

定款変更のための株主総会開催予定日          平成 23 年６月 28 日（火） 

定款変更の効力発生日                 平成 23 年６月 28 日（火） 

 

 

以 上 
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【別紙１】 
（下線＿部分は削除箇所） 

現 行 定 款 変  更  案 
（前略） 

別紙Ａ「Ａ種優先株式の内容」 
（中略） 

８．金銭を対価とする取得条項 
(1)       （省略） 
(2) 取得価額 

金銭対価強制取得が行われる場合における

Ａ種優先株式１株当たりの取得価額は、

1,000,000円（ただし、Ａ種優先株式につい

て、株式分割、併合その他調整が合理的に必

要とされる事由が発生した場合には、当会社

取締役会により合理的に調整された額とす

る。）に115％を乗じた額に、当該金銭対価

強制取得日が属する事業年度の末日を基準

日とするＡ種優先配当に係るＡ種優先配当

金額に当該事業年度に属する４月１日（同日

を含む。）から当該金銭対価強制取得日（同

日を含む。）までの日数を乗じ365で除して

算出した額（１円未満は四捨五入）及び当該

金銭対価強制取得日における累積未払Ａ種

優先配当金額（もしあれば）の合計額を加え

た金額とする。 
（中略） 

別紙Ｂ「Ｂ種優先株式の内容」 
（中略） 

(1)         （省略） 
(2) 取得価額 

金銭対価強制取得が行われる場合における

Ｂ種優先株式１株当たりの取得価額は、

1,000,000円（ただし、Ｂ種優先株式につい

て、株式分割、併合その他調整が合理的に必

要とされる事由が発生した場合には、当会社

取締役会により合理的に調整された額とす

る。）に115%を乗じた額に、当該金銭対価強

制取得日が属する事業年度の末日を基準日

とするＢ種優先配当に係るＢ種優先配当金

額に当該事業年度に属する４月１日（同日を

含む。）から当該金銭対価強制取得日（同日

を含む。）までの日数を乗じ365で除して算

出した額（１円未満は四捨五入）及び当該金

銭対価強制取得日における累積未払Ｂ種優

先配当金額（もしあれば）の合計額を加えた

金額とする。 
（以下略） 

（前略） 
別紙Ａ「Ａ種優先株式の内容」 

（中略） 
８．金銭を対価とする取得条項 
(1)       （省略） 
(2) 取得価額 

金銭対価強制取得が行われる場合における

Ａ種優先株式１株当たりの取得価額は、

1,000,000円（ただし、Ａ種優先株式につい

て、株式分割、併合その他調整が合理的に必

要とされる事由が発生した場合には、当会社

取締役会により合理的に調整された額とす

る。）に、当該金銭対価強制取得日が属する

事業年度の末日を基準日とするＡ種優先配

当に係るＡ種優先配当金額に当該事業年度

に属する４月１日（同日を含む。）から当該

金銭対価強制取得日（同日を含む。）までの

日数を乗じ365で除して算出した額（１円未

満は四捨五入）及び当該金銭対価強制取得日

における累積未払Ａ種優先配当金額（もしあ

れば）の合計額を加えた金額とする。 
 

（中略） 
別紙Ｂ「Ｂ種優先株式の内容」 

（中略） 
(1)         （省略） 
(2) 取得価額 

金銭対価強制取得が行われる場合における

Ｂ種優先株式１株当たりの取得価額は、

1,000,000円（ただし、Ｂ種優先株式につい

て、株式分割、併合その他調整が合理的に必

要とされる事由が発生した場合には、当会社

取締役会により合理的に調整された額とす

る。）に、当該金銭対価強制取得日が属する

事業年度の末日を基準日とするＢ種優先配

当に係るＢ種優先配当金額に当該事業年度

に属する４月１日（同日を含む。）から当該

金銭対価強制取得日（同日を含む。）までの

日数を乗じ365で除して算出した額（１円未

満は四捨五入）及び当該金銭対価強制取得日

における累積未払Ｂ種優先配当金額（もしあ

れば）の合計額を加えた金額とする。 
 

（以下略） 
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【別紙２】 
（下線＿部分は変更箇所） 

現 行 定 款 変  更  案 
(前略) 

 
(前略) 

 
(監査役の員数) 
第27条 当会社の監査役は４名以内とする。

(監査役の員数) 
第27条 当会社の監査役は５名以内とする。

（以下略） （以下略） 
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